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研究成果の概要（和文）：　わが国を含むいわゆる先進諸国は、家族関係の多様化と高齢社会という問題に直面してい
る。その結果、将来の相続財産の生前の処分、遺言慣行の普及が進む中で、親族連帯の基礎が動揺している。本研究は
、主にドイツ法の現状との対比で、わが国での同様の問題を、特に法技術的側面から検討した。
　具体的には、2010年のドイツでの相続法の改正に関する諸問題、特に、遺留分法の改正に関する経緯と結果、および
、そこで取り上げられた問題と共通するわが国での課題の検討である。

研究成果の概要（英文）： In the economically highly developed countries like Japan and Germany, it is sure
, one of the most troublesome and disputed problems in the area of succession law is the aged society and 
the changing customs of succession. In this research project, in comparison with the successionlaw in Germ
any, some aspects of succession law in Japan are researchd. Especially the law reform of the succession la
w in Germany in the year 2010 is one of the main objects of this research project. In this reform of succe
sion law in Germany, freedom of testament or transfer of estate, the legally reserved portin for  family m
embers and contributory portion were the main subjects of discussion. 
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 いわゆる先進諸国での相続をめぐる重要
な問題は、親族連帯の後退と高齢社会を背景
として、遺言自由、相続の個人化と家族相続、
家族連帯とを、どのように調和させるのかで
ある。この課題に社会が直面していることに
関しては、わが国でもドイツでも同じである。
ドイツでは、以上の問題の一環として遺留分
の基本法（憲法）適合性が問題となり、２０
０７年には遺留分を中心とする相続法の法
改正が提案されていた。わが国でも遺留分の
存在意義に正面から疑義を唱える学説が現
れ、事業承継で遺留分に一定の制限を加える
合意を促進する、いわば予防法学の範型を提
示する法律（中小企業経営承継円滑化法〔平
成２０年〕）が立法されていた。本研究は、
法技術的、法政策的な二つの側面から、ドイ
ツ法との対比で、わが国の高齢社会での相続
法の幾つかの問題を検討することを目的と
していた。その後、本研究を申請した時期に、
ドイツでは相続法の改正案が連邦議会を通
過し、本研究を開始した年（２０１０年）か
ら、改正相続法が施行されている。 
 
２．研究の目的 
 本研究は、以上のような高齢社会での相続
慣行の変化、相続法、特に、遺留分に対する
考え方の変化に鑑みて、ドイツ法を参照して、
相続法の諸問題、特に、相続慣行の変化と遺
留分に関する議論を考察することであった。
そのため、当初の研究目的としては、以下の
ような目標を設定した。 
① 申請時に現在進行形だったドイツの相続
法改正に関する議論を紹介し、検討する
こと。 
② 特に、遺言自由と親族連帯との調和とい
う観点から、寄与分、しかも、特に、高
齢社会で問題となる相続人による被相続
人に対する介護給付と寄与分、および、
遺留分に関して、ドイツ法の議論を参照
して問題を考察すること。 
③ 高齢社会の相続慣行の特徴である死後処
分のみならず、生前処分による遺産承継
の前倒し、ないしは、相続の前倒しに関
して検討すること。 
ただし、本研究を開始した年度から、ドイ
ツで改正相続法が施行されたため、 
④ ドイツの改正相続法の内容の検討、およ
び、その相続慣行に与える影響も、研究
目的として追加することとした。 
ただし、④で付加した目標は、従来の相続
法をめぐる議論の延長線上にあるから、全く
新しい目標を付け加えたという訳ではない。 
 
３．研究の方法 
上記の検討を行う上で、以下のような問題
に対するアプローチを行った。 
① 研究の主目的である相続法に関する問題
に限定せず、広く財産法上の制度、特に、
委任、終身定期金、贈与などに視野を広

げて、相続に関する法制度を広く検討す
る。 
② 主な検討対象とするドイツ法とわが国の
法制度との違いを十分に意識しながら、
その上で、共通の問題を析出して分析す
る。 
③ ただし、問題の検討に際しては、社会経
済的要因、文化的な背景を十分に考慮す
るが、最終的な問題の分析では、法解釈
学的な整理を行う。 
本研究の指針を列挙すると、以上のように
なるが、基本的には、隣接科学、社会調査な
どの方法によらず、主に、立法資料、判例、
学説などの文献資料に依拠した伝統的な法
解釈学の手法によるものである。 
 
４．研究成果 
研究成果に関しては、主に、（１）ドイツ
法を参照とする検討（上記、「２．研究の目
的」に記載した①②④に当たる部分）、およ
び、（２）生前処分と死後処分に関する検討
（「２．研究の目的」の③に当たる部分）に
分けて、分説する。 
 
（１）ドイツ法には、わが国とは異なり、相
続財産に関する契約が広く認められている。
例えば、先位・後位相続（ Vor- und 
Nacherbschaft ） 、 共 同 遺 言
（geminschaftliches Testament）、相続契約
（Erbvertrag）などであり、広く行われてい
る相続慣行の代表的なものとしてベルリン
式遺言（Berliner Testament）がある。さら
に、公証実務が発展させた相続の前倒し
（vorweggenommene Erbfolge）という生前行
為による相続の前倒しの予防法学が、（伝統
的な農家相続を始めとする）事業承継の分野
のみならず一般的に広く普及している。その
特徴は、包括承継から特定承継へ、および、
生前行為と死後行為を通じた相続財産の処
分である。さらに、そのような処置の一環と
して、ドイツで議論されたのが、いわゆる障
害者遺言（Behinderten Testament）の有効
性である。その結果、常に問題となるのが、
遺留分（Pflichtteilsrecht）の存在と意味
である。もちろん、わが国でも第 2次世界大
戦 後 に 立 法 さ れ た 遺 留 分 放 棄
（Pflichteilsverzicht）は、ドイツ法では
古くから存在し、しかも、上記のような相続
に関する措置を講じる際には、必ず一体的な
予防法学的として利用されている。ただし、
遺留分放棄契約、又は、遺留分を排除する条
項（例えば、ヤストロフ条項）に関しては、
しばしば後日の紛争を惹起すること、および、
その有効性に不透明性が存在する。 
その結果、特に、1990 年代から遺留分に関
しては、立法論を中心とする議論が盛んに行
われ、さらに、その基本法適合性がしばしば
問題となっていた。さらに、そのような動き
を加速したのが、直系卑属の遺留分の基本法
適合性を確認した 2007 年の連邦憲法裁判所



の判決だった。この判決を契機に、ドイツで
は、遺留分を中心とする相続法改正の作業が
進行することになった。ただし、上記の憲法
裁判所の判決と同様に、議会で可決された改
正相続法の内容は、遺言自由を一方的に優先
することなく、遺留分の制限は行うが、他方
で、遺留分に象徴される親族連帯を十分に尊
重するものである。主な改正の内容を列挙す
ると、（ａ）遺留分剥奪事由を緩和し、かつ、
従来は直系卑属と直系尊属で遺留分剥奪事
由が別の規定とルールに服していたのを、一
元化した。（ｂ）遺留分補充請求権の猶予の
要件を緩和した（ただし、その実効性は、未
だ十分に検証されたとはいえない）。（ｃ）従
来は 10 年だった遺留分補充請求権の時効期
間を、生前の贈与から 1年経過する毎に一割
ずつ漸減させるという期間に改正した。（ｄ）
従来は、「職業上の収入を放棄して」介護し
た場合にだけ認められていた厳格な、介護給
付の提供による寄与分制度から、上記の制限
を取り除いた。以上の（ａ）に関しては、従
来から何度も法改正の提案がされ、立法論上
も多くの批判があったのを法改正したもの
である。（ｂ）も、特に、わが国とは異なり
ドイツでは中小事業者の多数を占める人的
会社の承継（組合、合名会社、合資会社）で、
事業の指揮を一元化して事業を継続させる
ためには、遺留分補充請求権の猶予期間を拡
大すべきだと批判されていたのを受け入れ
たものである。というのは、わが国とは異な
り遺留分減殺請求（遺留分補充請求）の効果
として、現物返還ではなく金銭返還だけを認
めるドイツ法での遺留分補充請求権に応じ
るために、しばしば企業財産が処分され、経
営の継続性が危うくなるという事情が存在
したからである（現物返還の選択に関しては、
立法過程で提案はあったが、現実化はしなか
った）。（ｃ）の背景は、上述した遺留分放棄
契約をめぐる紛争の多さ、および、遺留分排
除条項の有効性の不透明性が背景となって
いる。さらに、遺留分制度自体に対する反対
論を考慮したものとも評価できる。さらに、
遺留分補充請求権の 10 年という消滅時効期
間は、ドイツでは、生前贈与に関しても、相
続税と同様の血族相続人に対する税控除が
認められており、しかも、相続から 10 年以
上前の贈与なら、相続時に再度税控除を受け
ることが可能だから、これと符節をあわせて、
従来からの先取りした相続の予防法学を追
認したものと考えられる。最後に、（ｄ）寄
与分の要件の緩和だが、従来の民法の規定は、
親族間の労務提供は、原則は無償であり、こ
れを有償化することは、家族の商業化をもた
らすと考えられてきた。しかも、従属労働と
は異なり、指揮命令に服すことがなく、一定
以上の質の保証ができない家族間介護では、
金銭化して評価するのが困難だと考えられ
てきた。ところが、他方で、介護保険法の立
法で、家族による介護に対しても現金給付が
認められるようになった。その際の立法の理

由の 1つは、介護という重要な社会的労働を
無償のままに放置するのは不当だが、他方で、
家族の商業化を防ぐためには、介護労働を社
会化して、介護保険法で承認・促進するとい
うものだった。ところが、一定の講習（訓練）
を受ければ、家族・隣人の介護にも現金給付
が与えられるようになると、介護は有償であ
ることが社会法では承認され、しかも、介護
保険の点数で有償化の基準も提示されるこ
とになる。加えて、介護保険の給付は、被保
険者に給付されるものであり、介護者に直接
給付されるものではない。その結果、有償労
働であること、有償化の基準が示されたこと
で、相続法上も介護が寄与として承認された
のが、改正法の新規定(BGB2057a 条)であろう。
本研究では、以上のような改正法を、立法に
向けた議論とともに検討したが、現時点での
改正相続法の実務に与える影響は、改正法の
施行からの時間が長くはないこともあって、
必ずしも明らかにはできなかった。ただし、
立法に対する評価は、親族連帯と遺言自由の
調和に重点をおき、むしろ控えめな改正であ
り、論者によっては不十分な内容と評されて
いるから、相続慣行、予防法学に対する影響
は、将来的にも限られたものに止まる可能性
もあると予測している。 
（２）生前処分と死後処分に関しては、上述
した先取りした相続という予防法学を念頭
において、ドイツでは多くの議論がある。た
だし、わが国とドイツで共通するのは、死後
委任による死因贈与の履行という方法での、
相続財産の処分である。わが国では平成 4年
の最高裁判決（金法 1358 号 55 頁）を契機と
して、死後委任による（死因）贈与の有効性
が議論されている。これに関して、わが国で
は死後委任による無償行為（死因贈与）の有
効性に懐疑的な見解と肯定的な見解がある
が、後者の見解が論拠の 1つとするのは、ド
イツでの持続代理（死後委任）、死後代理（死
後委任）による財産処分の盛行である。ただ
し、ドイツは、遺産合有であり、しかも、遺
産 の 処 分 は 相 続 裁 判 所 が 相 続 証 書
（Erbschein）を発効しないと不可能である。
しかも、ドイツでは、法定相続人の範囲が、
代襲相続を傍系では一回に限るわが国の民
法とは異なり、ほぼ無制限の血族相続である。
その結果、相続開始から、相続証書の発行ま
では，しばしば、長期間に亘って遺産が凍結
され、遺産の処分が不可能となる。これに加
えて、ドイツでは、有価証券の預託口座の開
設が一般的な取引慣行だから、相続時に有価
証券が値下がりしているような場合でも、そ
の迅速な処分は不可能になる。その結果とし
て、持続代理、死後代理により無償行為を行
うという慣行が普及しており、この実務慣行
は、判例でも追認されている。他方で、わが
国では、遺産共有であり、しかも、遺産の清
算には、原則として裁判所は関与しないから、
同様のニーズは存在しない。本研究では、以
上のような日本法とドイツ法の出発点・その



必要性の違いを検討するとともに、ドイツ法
でも、遺産の清算の促進に関しては別として、
遺産の処分のための死後委任に関しては、近
似も懐疑的な最近の学説もあることを紹介
し、若干の検討を加えた。 
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